
令和８年６月市議会 教育厚生委員会資料

第６９号議案 長崎市福祉医療費支給条例の一部を改正する条例
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１ 改正の理由

こども、障害者などに係る医療費の一部を支給する福祉医療費について、0歳児の自己負担額を無償化することな

どに伴い、支給額や支給手続などを定めた長崎市福祉医療費支給条例（以下「条例」という。）の一部を改正する

もの。

２ 改正の内容

(1) 0歳児の自己負担額の無償化

ア 支給額

イ 施行期日

令和8年12月1日

・R8年度当初予算計上時点では、業務システム改修の期間を考慮しR9.1月開始としていたが、その後のシス

テム業者との詳細協議により、システム改修の前倒しが可能となったため、施行期日を1か月早めるもの。

ウ スケジュール

【現行】保険診療に係る一部負担金から自己負担額（※）

を差し引いた額を支給

（※）自己負担額…1医療機関あたり、1日上限800円、

ひと月上限1,600円（調剤薬局は自己負担なし）

【改正後】自己負担なし

特に子育てに係る負担が大きい時期の支援を

拡大することで、こどもを産み育てたいと考

える気持ちを後押し【少子化対策】

区分
R8 R9

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

条例改正

関係団体との調整

周知

受給者証発送

システム改修

無償化開始
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(2) 現物給付に係る支給手続の簡素化

ア 支給手続（現物給付の場合）

★PMH（Public Medical Hub）利用イメージ（出典：厚生労働省 医療費助成のオンライン資格確認自治体説明会資料）

イ 施行期日

令和9年4月1日

【現行】

受給対象者が、医療機関の窓口で次の書類を提示

①マイナンバーカード、資格確認証など

→保険加入を確認

②福祉医療費受給者証

→福祉医療費の受給資格を確認

【改正後】

受給対象者が、医療機関の窓口で

マイナンバーカードのみ提示

→保険加入、福祉医療費の受給資格ともに確認

※市の業務システムを国のPMHに連携することが前提。

※マイナンバーカードがない場合は現行の手続による。

R8年度中に
本市業務システム
をPMHに連携させ
資格情報を登録
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(3) 居住地特例の対象施設の追加

ア 居住地特例

居住地の市町村が障害福祉サービスの実施主体となる原則の例外として、特定の施設等の入所者等について

は、入所等する前に居住地を有していた市町村が事務や給付の実施主体となる。

イ 対象施設

居住地特例の対象施設については、条例に次のとおり規定しているが、H18年の障害者自立支援法（現在の障

害者総合支援法）施行及びR4年の障害者総合支援法の一部改正に伴い、新たに規定すべき施設が生じている

ことから、今回条例を改正するもの。

ウ 施行期日

公布の日

(4) その他所要の整備

ア 医療保険各法の定義の見直し

「医療保険各法」の定義に「高齢者の医療の確保に関する法律」を含めるよう今回所要の整備を行うもの。

イ 施行期日

公布の日

【現行】

①児童福祉法第42条に規定す

る障害児入所施設

②障害者総合支援法第5条第11

項に規定する障害者支援施

設又は同条第18項に規定す

る共同生活援助を行う住居

【改正後】

現行の①、②に次の③～⑦を追加

③のぞみの園

④療養介護を行う病院

⑤生活保護法第30条第1項ただし書の施設

⑥有料老人ホーム、軽費老人ホーム、養護老人ホーム

⑦特別養護老人ホーム、介護老人保健施設、介護医療院

本来であれば、③～⑤はH18.10.1に、⑥～⑦はR5.4.1に規定

すべきであったもの。

-4-



３ 新旧対照表

改正後 改正前

○長崎市福祉医療費支給条例

第１条 ［略］

（定義）
第２条
１～１０ ［略］
１１ この条例において「施設」とは、次に掲げる施設、

病院又は住居をいう。
(1) ［略］
(2) 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援す

るための法律（平成１７年法律第１２３号）第５条
第６項に規定する療養介護を行う病院、同条第１１
項に規定する障害者支援施設又は同条第１８項に規
定する共同生活援助を行う住居

(3) 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第３８
条第２項に規定する救護施設、同条第３項に規定す
る更生施設又は同法第３０条第１項ただし書に規定
するその他の適当な施設

(4) 独立行政法人国立重度知的障害者総合施設のぞみ
の園法（平成１４年法律第１６７号）第１１条第１
号の規定により独立行政法人国立重度知的障害者総
合施設のぞみの園が設置する施設

(5) 老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号）第２０
条の４に規定する養護老人ホーム

(6) 介護保険法（平成９年法律第１２３号）第８条第
１１項に規定する特定施設又は同条第２５項に規定
する介護保険施設

○長崎市福祉医療費支給条例

第１条 ［略］

（定義）
第２条
１～１０ ［略］
１１ この条例において「施設」とは、次に掲げる施設又

は住居をいう。
(1) ［略］
(2) 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援す

るための法律（平成１７年法律第１２３号）第５条
第１１項に規定する障害者支援施設又は同条第１８
項に規定する共同生活援助を行う住居
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改正後 改正前

１２ この条例において「施設入所者」とは、施設に入所
し、入院し、又は入居する者をいう。

１３ ［略］
(1)～(6) ［略］
(7) 高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７年法律
第８０号）

１４ この条例において「保険給付」とは、医療保険各法
に規定する療養の給付並びに療養費、保険外併用療養
費、訪問看護療養費、家族療養費及び家族訪問看護療
養費をいう。ただし、食事療養及び生活療養に係る給
付を除くものとする。

１５ この条例において「一部負担金」とは、保険給付に
関し、医療保険各法の規定により、この条例による福
祉医療費の支給対象となる者（以下「支給対象者」と
いう。）が負担すべき額をいう。ただし、当該支給対
象者の疾病又は負傷について法令の規定により国又は
地方公共団体の負担による医療に関する給付及び保険
者等の負担による附加給付等が行われたときは、これ
らの額を控除した額とする。

１６ この条例において「医療取扱機関」とは、医療保険
各法の規定により医療を取り扱う病院、診療所又は薬
局その他の者をいう。

１２ この条例において「施設入所者」とは、施設に入所
し、又は入居する者をいう。

１３ ［略］
(1)～(6) ［略］

１４ この条例において「保険給付」とは、高齢者の医療
の確保に関する法律（昭和５７年法律第８０号）又は
医療保険各法に規定する療養の給付並びに療養費、保
険外併用療養費、訪問看護療養費、家族療養費及び家
族訪問看護療養費をいう。ただし、食事療養及び生活
療養に係る給付を除くものとする。

１５ この条例において「一部負担金」とは、保険給付に
関し、高齢者の医療の確保に関する法律又は医療保険
各法の規定により、この条例による福祉医療費の支給
対象となる者（以下「支給対象者」という。）が負担
すべき額をいう。ただし、当該支給対象者の疾病又は
負傷について法令の規定により国又は地方公共団体の
負担による医療に関する給付及び保険者等の負担によ
る附加給付等が行われたときは、これらの額を控除し
た額とする。

１６ この条例において「医療取扱機関」とは、高齢者の
医療の確保に関する法律又は医療保険各法の規定によ
り医療を取り扱う病院、診療所又は薬局その他の者を
いう。
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改正後 改正前

（支給対象者）
第３条 支給対象者は、医療保険各法の規定による被保険
者、組合員又は被扶養者である重度心身障害者、中度心
身障害者、子ども、母子家庭の母、母子家庭の子、父子
家庭の父、父子家庭の子、父母のない子及び寡婦のいず
れかに該当する者（ただし、生活保護法の規定による保
護を受けている者を除く。）であつて、本市の区域内に
住所を有する者（施設入所者を除く。）又は施設に入所
し、入院し、又は入居する直前（継続して２以上の施設
に入所し、入院し、又は入居する場合にあっては、最初
の施設に入所し、入院し、又は入居する直前）に本市の
区域内に住所を有していた施設入所者とする。ただし、
市長が必要があると認めるときは、この限りでない。

（支給）
第４条 ［略］

(1) 重度心身障害者、子ども（満１歳に達する日の前
日の属する月の末日までの間にある者を除く。）、
母子家庭の母、母子家庭の子、父子家庭の父、父子
家庭の子又は父母のない子 医療取扱機関（薬局除
く。）ごとに、一部負担金に相当する額から控除す
る額の限度額を１月につき１,６００円として、保険
給付が行われた日ごとの一部負担金に相当する額か
ら８００円（当該一部負担金に相当する額が８００
円に満たないときは、その額）を控除して得た額及
び薬局の保険給付に係る一部負担金に相当する額

(2)、(3) ［略］
(4) 子ども（満１歳に達する日の前日の属する月の末
日までの間にある者に限る。） 一部負担金に相当
する額

（支給対象者）
第３条 支給対象者は、医療保険各法の規定による被保険
者、組合員又は被扶養者である重度心身障害者、中度心
身障害者、子ども、母子家庭の母、母子家庭の子、父子
家庭の父、父子家庭の子、父母のない子及び寡婦のいず
れかに該当する者（ただし、生活保護法（昭和２５年法
律第１４４号）の規定による保護を受けている者を除
く。）であつて、本市の区域内に住所を有する者（施設
入所者を除く。）又は施設に入所し、又は入居する直前
（継続して２以上の施設に入所し、又は入居する場合に
あっては、最初の施設に入所し、又は入居する直前）に
本市の区域内に住所を有していた施設入所者とする。た
だし、市長が必要があると認めるときは、この限りでな
い。

（支給）
第４条 ［略］

(1) 重度心身障害者、子ども、母子家庭の母、母子家
庭の子、父子家庭の父、父子家庭の子又は父母のな
い子 医療取扱機関（薬局を除く。）ごとに、一部
負担金に相当する額から控除する額の限度額を１月
につき１，６００円として、保険給付が行われた日
ごとの一部負担金に相当する額から８００円（当該
一部負担金に相当する額が８００円に満たないとき
は、その額）を控除して得た額及び薬局の保険給付
に係る一部負担金に相当する額

(2)、(3) ［略］
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改正後 改正前

第５～７条 ［略］

（受給資格の確認）
第８条 支給対象者が医療を受けようとするときは、次の
各号に掲げるいずれかの方法によって医療取扱機関から
受給資格の確認を受けなければならない。
(1) 受給者証を提示する方法
(2) 電子資格確認（医療保険各法に規定する電子資格

確認をいう。）による方法

附 則
（施行期日）

１ この条例は、令和８年１２月１日から施行する。ただ
し、次の各号に掲げる規定は、それぞれ当該各号に定
める日から施行する。
(1) 第２条第１１項各号列記以外の部分の改正規定、

同項第２号の改正規定及び同項に４号を加える改正
規定、同条第１２項の改正規定、同条第１３項に１
号を加える改正規定、同条第１４項から第１６項ま
での改正規定、第３条の改正規定並びに次項の規定
公布の日

(2) 第８条（見出しを含む。）の改正規定 令和９年
４月１日

第５～７条 ［略］

（受給者証の提示）
第８条 支給対象者が医療を受けようとするときは、医療
取扱機関に受給者証を提示しなければならない。
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改正後 改正前

（施設入所者に係る特例）
２ 平成１８年１０月１日から前項第１号に掲げる規定の
施行の日前までの間に、市長が特例施設入所者（この条
例による改正後の長崎市福祉医療費支給条例（以下「改
正後の条例」という。）第２条第１１項第２号（療養介
護を行う病院に限る。）から第６号までに掲げる施設に
入所し、入院し、又は入居する直前に本市の区域内に住
所を有していた者をいう。）に関し支払った福祉医療費
に相当する費用は、改正後の条例の相当の規定によって
支給された福祉医療費とみなす。
（経過措置）

３ 改正後の条例第４条第１号及び第４号の規定は、この
条例の施行の日以後に行われる医療に係る福祉医療費か
ら適用し、同日前に行われた医療に係る福祉医療費につ
いては、なお従前の例による。
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